〔様式〕

大阪府附属機関条例等の改正（概要）

総務部人事室人事課
■改正の理由

○他の地方公共団体の住民訴訟や住民監査請求において、規則や要綱等に基づき設置している懇話会、協議会、委員会等の会議体（以下、「懇話会等」という。）について、実質的に地方自治法に定める附属機関であるにもかかわらず、条例で設置されていないとして違法と判断される事例が示されている。
○地方自治法第138条の４第３項の規定に基づき、実質的に附属機関とみなされる可能性がある懇話会等について、附属機関として位置付ける等、所要の改正を行う。

■改正の内容
（１）大阪府附属機関条例を改正し、附属機関を新たに設置する。（第２条関係）
○新たに附属機関として位置付ける131機関を設置する。
　　　・知事部局：116（うち公の施設の指定管理者選定委員会・評価委員会に係るもの40）
　　　・教育委員会：15（うち公の施設の指定管理者選定委員会・評価委員会に係るもの８）
　　○大阪府薬物の濫用の防止に関する条例の制定に伴い、同条例第11条に規定する事項の調査審議のため、大阪府薬物指定審査会を設置する。

　　○大阪府国際戦略総合特別区域における産業集積の促進及び産業競争力の強化に係る大阪府税条例の特例及びその手続きに関する条例の制定に伴い、同条例第３条及び第７条に規定する事項の審査のため、大阪府特区地域進出等事業計画認定審査会を設置する。
（２）以下の条例において、指定管理者の選定や評価にあたり選定委員会や評価委員会の意見を聴く旨の規定を追加する。
　・大阪府立青少年海洋センター条例、大阪府立国際会議場条例、大阪府立江之子島文化芸術創造センター条例、大阪府立男女共同参画・青少年センター条例、大阪府社会福祉施設設置条例、大阪府立整肢学院条例、大阪府立稲スポーツセンター条例、大阪府立金剛コロニー条例、大阪府立救命救急センター条例、大阪府立労働センター条例、大阪府民の森条例、大阪府立金剛登山道駐車場条例、大阪府立花の文化園条例、大阪府中央卸売市場業務規程、大阪府駐車場条例、大阪府都市公園条例、大阪府港湾施設条例、大阪府営住宅条例、大阪府立体育会館条例、大阪府立臨海スポーツセンター条例、大阪府立漕艇センター条例、大阪府立門真スポーツセンター条例、大阪府立少年自然の家条例、大阪府立博物館条例、大阪府立近つ飛鳥風土記の丘条例
（３）（２）のほか、附属機関条例の改正に伴い、以下の条例について所要の改正を行う。
　　・知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例、大阪府社会福祉審議会条例、大阪府食の安全安心推進条例、大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会条例、大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例、北部大阪都市計画事業水と緑の健康都市特定土地区画整理事業施行規程
■施行期日　公布の日
■政策アセスメント・制度間調整

・部局間調整済　・大阪府立高等職業技術専門校条例は、附属機関に係る改正以外の改正を伴うため、条例所管課において改正
・改正条例の施行規則の制定・改正
